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平成24年度 京都地方税機構業務の取組状況

平成25年８月

京都地方税機構

◇ 徴収業務 ◇

徴収実績

27,198百万円(現年課税分11,491百万平成24年度に、京都地方税機構では移管を受けた

した。円、滞納繰越分15,707百万円)に対して徴収業務を進め、11,752百万円を収納

前年対比では、移管額が1,649百万円の減少であるのに対し、収納額は23百万円の減収

収納率は現年課税分1.5ポイント、滞納繰越分2.4ポイント、合計で2.4ポイであったが、

し、未納額が大幅に減少している。ント向上

（単位：百万円、％）

移管額 a 収納額 b 収納率 b/a 未納額
(a-b)現年課税 滞納繰越 計 現年課税 滞納繰越 計 計現年課税 滞納繰越

22年度 12,101 17,218 29,319 6,867 3,340 10,207 56.7 19.4 34.8 19,112

23年度 11,904 16,943 28,847 7,753 4,022 11,775 65.1 23.7 40.8 17,072

24年度 11,491 15,707 27,198 7,650 4,102 11,752 66.6 26.1 43.2 15,446

- 413 -1,236 -1,649 - 103 80 - 23 1.5 2.4 2.4 - 1,62624-23増減

（注 ・移管額 ： 現年課税は、構成団体において当該年度に課税し移管した額）
滞納繰越は、構成団体において当該年度以前に課税し移管した額

・収納額 ： 現年課税は、４月～翌年５月に収納した額
滞納繰越は、４月～翌年３月に収納した額

・収納率は、千円単位の移管額・収納額により算出
・四捨五入により計算が合わない場合がある（以下、各表において同じ 。。）

滞納処分実績

差押件数は前前年度に引き続き、個別事案に応じた的確な差押えの執行に努めており、

となっている。特に、預貯金、生命保険といった換年対比で2,792件（＋52%）の大幅増加

価が速やかで確実な財産の差押えを積極的に進めた。

収入した金額は、前年対比で256百万円増加 債権差押受滞納処分により しており、特に

を実現した。入金は277百万円（＋62%）の大幅な増収

（単位：件）○滞納処分件数（４月１日～翌年３月31日執行分）

㉔ ㉔処分の内容 対 象 財 産 22年度 23年度 24年度 - 増減

不動産 381 519 669 150

動 産 87 69 82 13

預貯金 1,519 3,089 4,658 1,569

差 押 給料 169 343 575 232

債 権 生命保険 259 669 1,216 547

その他 336 662 943 281

小計 2,283 4,763 7,392 2,629

計 2,751 5,351 8,143 2,792

不動産 382 431 407 - 24

参加差押 動 産 5 4 4 0

二重差押 債 権 66 95 194 99

計 453 530 605 75

交 付 要 求 1,429 1,187 1,223 36

滞納処分合計 4,633 7,068 9,971 2,903
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○換価状況（４月１日～翌年３月31日充当額）
（単位：千円）

㉔ ㉔区 分 22年度 23年度 24年度 - 増減

公売代金受入金 36,036 17,625 93,699 76,074

預貯金 137,214 227,684 364,073 136,389

給料 15,963 46,712 92,429 45,717

債権差押受入金 生命保険 25,564 87,254 136,001 48,747

その他 51,197 87,857 134,436 46,579

小計 229,938 449,508 726,938 277,430

差押現金 1 596 551 - 45

交付要求受入金 123,016 196,138 98,781 - 97,357

計 388,992 663,866 919,969 256,103

（注）徴収金への充当額を記載

公売の実施状況

、 。 、インターネット公売を８回 会場公売を６回実施した 計画的な換価を進めたことから

した。不動産の公売公告件数が132件で前年対比57件増と大幅に増加

また、 した。買受代金額は117,993千円で前年比77,380千円増加

○公売実施状況（４月１日～翌年３月31日執行） （ 、 ）単位：件 千円

公売公告件数 買受代金額
動産 計 不動産 自動車 動産 計不動産 自動車

金額 金額 金額 金額成立 成立 成立 成立

22年度 22 9 32 63 6 41,538 4 1,667 21 2,364 31 45,569

23年度 75 7 28 110 8 37,812 5 1,884 9 917 22 40,613

24年度 132 5 92 229 20 111,554 3 3,208 47 3,231 70 117,993

57 - 2 64 119 12 73,742 -2 1,324 38 2,314 48 77,38024-23増減

催告センターの取組

催告センターは、少額滞納案件の早期解決、各地方事務所における事務負担の軽減等

、 。を図るため ①催告文書の発付②滞納初期における電話での納付の呼びかけを実施した

(1)業務内容

①文書催告

・現年課税分（30万円以下の滞納）について、催告書をマシン処理で作成し一括送付

・滞納繰越分について各地方事務所が選定した案件の催告書を作成し送付

②電話督励

・現年課税分の文書催告後、電話により納付の呼びかけ等を実施

(2) 業務実績（平成24年度）

①文書催告 ・現年課税分 171,446通 ・滞納繰越分 83,503通

②電話督励 ・架電件数 20,538件 うち通話件数 10,211件

期 間 架電時間 架電件数 通話件数 通話率(原則) うち

13:00～17:30 2,425 814 34%24年４月～８月

13:00～20:00 18,113 9,397 52%24年９月～３月

計 20,538 10,211 50%
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その他の取組

、 、 。特別機動室及び５地方事務所で し 現金 動産の差押え等を実施した45回の捜索を執行

実施回数は23年度の22回（特別機動室及び４地方事務所で実施）から大幅に増加した。

年度末未納額の措置状況

平成24年度末現在の未納額は15,446百万円と、23年度末に比べ1,627百万円減少した。

未納額に対する措置状況は、未納額15,446百万円のうち、換価猶予・差押・交付要求を

行っているものは2,963百万円(19%)、滞納処分停止及び不納欠損としたものは2,931百万

円(19%)、その他が9,552百万円(62%)であった。

（単位：百万円）

未納額の措置状況
繰越額未納額 換 価 滞納処分

差 押 不納欠損 その他交付要求
(参加差押徴 収

（Ａ） （Ｂ） （Ａ-Ｂ）猶 予 執行停止含む)

22年度末 19,112 141 2,193 1,084 1,186 1,584 12,924 17,528

23年度末 17,073 172 2,250 1,127 1,300 1,513 10,711 15,560

24年度末 15,446 118 2,078 767 1,661 1,270 9,552 14,176

- 1,627 - 54 - 172 - 360 361 - 242 - 1,159 -1,38424-23増減

【参考】 《速報値》構成団体の平成24年度決算見込み（国民健康保険税(料)を除く。）

市町村・府とも前年度比上昇。１ 徴収率の状況

市町村は所得税から住民税に税源移譲された19年度以降で最高

（単位：％）

府内市町村（京都市除く） 京 都 府 計
年度

現年課税 滞納繰越 計 現年課税 滞納繰越 計 現年課税 滞納繰越 計

19 98.4 15.9 93.4 99.1 29.1 98.0 98.9 20.4 96.5

20 98.2 17.3 93.3 99.2 35.2 97.9 98.9 24.2 96.3

21 98.3 18.6 93.2 98.8 31.7 97.2 98.6 23.8 95.7

22 98.4 19.4 93.3 98.7 35.0 96.8 98.6 25.9 95.4

23 98.6 23.6 94.1 99.0 34.3 97.2 98.8 28.0 95.9

24 98.7 26.5 94.8 99.0 36.4 97.3 98.9 30.8 96.3

＋ 0.1 ＋ 2.9 ＋ 0.7 0.0 + 2.1 ＋ 0.1 ＋ 0.1 ＋ 2.8 ＋ 0.4前年度比

２ 徴収率の前年度比較 ３ 延滞金収入額

26団体中22団体で上昇 市町村で延滞金収入が大幅増

○徴収率前年度比較団体数 (単位：千円)

年度 上昇 低下 同率 年度 京都府府内市町村(京都市除く)

22 ８ １５ ３ 19 131,967 375,696

23 ２１ ４ １ 20 135,149 371,961

24 ２２ ２ ２ 21 142,499 361,818

22 194,486 423,553

上昇22団体のうち16団体は所得税 23 317,030 410,893

から住民税に税源移譲された19年度 24 351,155 432,954

以降で最高率 ＋34,125 ＋22,061前年度比
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◇ 法人課税業務 ◇

申告受付等状況

＜ 申告案内書 ＞

法人関係税の申告書提出期限の１ヶ月前に、京都地方税機構において京都府分と市町

村分の申告案内書と申告書用紙を一括して作成の上、合封して法人に送付した。

(年間 73,993件)

＜ 申告書等の受付、更正・決定処理＞

機構申告センター(外部委託業者に委託)において、申告書及び届出書等を一括して受

け付け、申告内容を審査して電算に登録を行った。また、国税資料調査等に基づく申告

内容の調査、照合により、更正・決定処理を行った。

＜調定処理件数(24年4月～25年3月)＞ (単位:件)

申 告 書
構成団体 更正・決定 届出書

予定・中間 確 定 修正等 合 計

10,532 60,605 5,180 76,317 4,331府

4,887 22,023 1,962 28,872 789市町村計

15,419 82,628 7,142 105,189 5,120 10,667合 計

調査実施状況

＞＜ 税務署調査

国税データと府税データを突合して不一致となったもの等について、府内の１２税務

署において、延１４９名の機構職員が法人税申告書等の資料調査を延８８回にわたって

行い、適正な課税処理に結びつけた。

＞＜ 未申告法人等調査

大型商業施設のテナント調査や構成団体からの情報提供に基づき、府内に事業所を有し

ていながら申告書を提出していない法人の捕捉や､機構に集約された課税データの突合に

より、合計３１,１２３千円の申告納付を得た。

(単位；社、千円)

課税データ突合調査 未申告法人捕捉調査 合 計区 分
法人数 申告額 法人数 申告額 法人数 申告額

府 税 15 12,713 6 7,457 21 20,170

市町村税 33 3,697 2 7,256 35 10,953

合 計 48 16,410 6 14,713 54 31,123

(注) 府と市町村の双方に申告している法人があるため、法人数の合計と一致しない。

＜ 外形標準課税調査 ＞

資本金１億円超の外形標準課税対象法人(３８８社)について、申告時の審査に加え、

適正に申告が行われているかを確認するために書面及び実地による調査を行った。



（年度計）

（本税）

期 別 数 　　金　額　② 期 別 数 金　額

福 知 山 市 938,802 41,628 793,764 837,084 48,167 895,482 48.3

舞 鶴 市 683,015 26,789 657,464 654,649 25,570 685,829 48.8

綾 部 市 377,543 21,194 326,974 209,518 21,942 494,999 29.7

宇 治 市 1,997,771 45,216 1,115,931 1,222,797 75,550 1,890,904 39.3

宮 津 市 332,213 8,843 171,442 183,778 19,516 319,876 36.5

亀 岡 市 887,132 32,107 680,985 785,698 30,887 782,420 50.1

城 陽 市 971,653 33,049 660,914 583,428 100,164 1,049,139 35.7

向 日 市 418,918 15,066 354,161 371,909 16,262 401,170 48.1

長 岡 京 市 607,779 19,173 487,413 537,620 19,356 557,572 49.1

八 幡 市 801,440 22,188 536,519 533,489 38,801 804,469 39.9

京 田 辺 市 1,011,407 20,239 493,052 499,926 47,201 1,004,533 33.2

京 丹 後 市 899,316 26,914 451,658 479,471 54,055 871,503 35.5

南 丹 市 307,973 20,447 191,513 219,336 28,707 280,150 43.9

木 津 川 市 856,493 23,063 464,151 488,161 44,364 832,482 37.0

大 山 崎 町 154,229 6,356 122,098 101,496 9,198 174,831 36.7

久 御 山 町 510,469 11,489 268,256 252,988 27,849 525,737 32.5

井 手 町 194,203 5,396 92,602 91,259 12,091 195,546 31.8

宇治田原町 149,389 5,228 114,004 115,242 7,420 148,150 43.8

笠 置 町 29,612 1,534 24,807 20,377 2,349 34,043 37.4

和 束 町 84,081 3,738 56,423 50,939 5,364 89,565 36.3

精 華 町 344,011 12,504 262,152 268,076 17,270 338,088 44.2

南 山 城 村 46,747 1,578 23,490 25,995 2,355 44,242 37.0

京 丹 波 町 415,306 10,891 161,069 192,371 19,508 384,005 33.4

伊 根 町 3,642 610 12,733 13,019 390 3,356 79.5

与 謝 野 町 375,820 10,336 172,015 179,233 24,293 368,602 32.7

京 都 府 2,129,508 55,351 2,974,104 2,834,549 38,683 2,269,063 55.5

計 15,528,473 480,927 11,669,689 11,752,409 737,312 15,445,753 43.2

単位：千円、％

平成24年度　構成団体別徴収実績（平成25年5月末現在）

平成25年6月6日

構 成 団 体
 前年度までに移管を
 受け繰り越した額　①

年 度 中 の 移 管 額 年 度 中 の
　収 納 額   ③

未 納 額 率
 ③／(①＋②)
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